
2026年 知財分野における日本の国産 LLM採用動向レ
ポート 

作成日: 2026年 3月 1日 作成者: Manus AI 
 

 

 

1. エグゼクティブサマリー 

2026年の日本の知的財産（IP）分野は、生成 AI、特に国産の大規模言語モデル
（LLM）の社会実装が本格化し、歴史的な転換点を迎えています。かつてない規模
で発明が創出される「知財インフレ」時代が到来し、知財業務のパラダイムは、従
来の「管理」から「価値ある発明の選別・評価・資産化」へと急速にシフトしてい
ます。この構造変化に対応すべく、特許庁をはじめとする行政機関から、企業の知
財部門、特許事務所に至るまで、AIの導入が不可避な経営課題として認識されてい
ます。 
 

本レポートでは、2026年時点における知財分野での国産 LLMの採用動向を、主要
プレイヤーの戦略、業務プロセスへの具体的な適用事例、そして今後の展望の観点
から網羅的に分析します。調査の結果、国産 LLMは「データ主権（セキュリテ
ィ）」「日本語性能の高さ」「国内法制度・実務への特化」という明確な強みを武
器に、海外製 LLMとの差別化を図り、特にセキュリティとコンプライアンスが厳格
に求められる知財分野において、デファクトスタンダードとしての地位を確立しつ
つあることが明らかになりました。 
 

 

 



2. 市場概況：「知財インフレ」時代の到来と構造変化 

2026年の知財市場を最も象徴する現象が「知財インフレ」です。これは、生成 AI

の飛躍的な進化により、発明創出のスピードと量が過去とは比較にならない水準に
達し、知財の供給量が爆発的に増加している状況を指します [20]。 
 

この引き金となったのが、AI駆動型の大量出願戦略です。象徴的な事例として、ソ
フトバンクグループは 2025年 12月単月で、日本の月間平均出願数を大幅に上回る
異常な数の特許出願を行いました。これは、全社員に AI活用を奨励し、発明提案を
スケールさせるという経営戦略が直接的に反映された結果です [14] [21]。この動き
は、2025年 12月の日本の特許出願総数を前年同月比で約 170%増の 82,188件という
歴史的な水準に押し上げる主因となりました [21]。 
 

発明が希少資源でなくなった今、価値を持つのは「どれを選び、どう活かすか」
という判断である。 

 

— リーガルテック株式会社 [20] 

 

このような発明の爆発的増加は、知財業務のあり方に構造的な変革を迫っていま
す。従来のように出願件数を KPIとする「管理」中心の知財活動は限界を迎え、大
量の発明候補の中から真に価値のあるものをいかに効率的に「選別・評価」し、事
業戦略と連動させて「資産化」するかが、企業の競争力を左右する最重要課題とな
っています。 
 

この課題に対応するため、行政機関も迅速な動きを見せています。特許庁（JPO）
は、急増する審査負荷に対応し、審査の質を維持・向上させるため、AI活用を明記
した「AI活用アクションプラン」を策定し、改定を重ねています [12] [23]。2025年
度改定版では、新たに「生成 AIの特許審査業務への適用」が盛り込まれ、先行技術
文献の要約生成や審査理由説明のドラフト作成といった、より高度な業務への活用
に向けた技術実証（PoC）が開始されました [23]。これは、出願人側の「AIによる
発明創出」に対し、審査庁側も「AIによる審査支援」で対抗するという、新たな時
代の幕開けを告げるものです。 
 



3. 主要プレイヤー別：国産 LLMの採用戦略とユースケース 

「知財インフレ」という新たな潮流に対応するため、日本の主要プレイヤーはそれ
ぞれの立場から国産 LLMを活用した独自の戦略を展開しています。行政機関は審査
業務の効率化と品質維持を、ITベンダーやリーガルテック企業は高付加価値なソリ
ューションの提供を目指しており、法曹界や司法も新たなルールメイキングと解釈
の形成を急いでいます。 
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主要組
織・企業 

採用 LLM/AI

ツール 
主なユースケースと特徴 

2026年時点のス
テータス 

行
政
機
関 

特許庁
（JPO） 

独自開発 AI、
民間 LLM（技
術実証中） 

審査官支援: 先行技術調査、外国語文
献への分類付与、商標・意匠の画像検
索など、審査官の業務負荷を軽減する
AIツールを導入済み [4]。<br>生成 AI

の審査業務への適用: 2025年度より、
文献要約や拒絶理由通知書ドラフト作
成など、より高度な業務への生成 AI活
用に向けた技術実証を開始 [23]。 

アクションプラン
に基づき、品質と
安定性を重視した
慎重かつ段階的な
導入・実証を推進
中。 

大
手
IT
ベ
ン
ダ
ー 

NTT tsuzumi 2 

知財文書作成エージェント: 大企業向
けに、閉域網やオンプレミスで動作す
る高セキュリティな AIエージェントを
提供。発明者との対話による発明ポイ
ント抽出から明細書ドラフト生成まで
を支援 [16] [19]。 

2025年 6月より法
人向けに提供開
始。金融・公共・
製造業を初期ター
ゲットとし、2026

年には AIエージ
ェントを 200種ま
で拡大予定 [16]。 

 NEC 
cotomi / 独自 AI

（RAG） 

知財 DX事業: SaaS型ツールとコンサ
ルティングを組み合わせ、知財業務の
効率化と高度化を支援。特許調査時間
を最大 94%削減するなどの高い効果を
実証 [8] [18]。 

2026年 4月よりサ
ービス提供開始。
2030年度末までに
売上 30億円を目
指す [8]。 
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 富士通 Takane 

AI-Driven Software Development 
Platform: 直接的な知財ツールではない
が、法改正（知財関連法を含む）に伴
うソフトウェア改修を自動化するな
ど、間接的に知財業務を支援 [20]。 

ソフトウェア開発
工程での活用が中
心。2026年度中に
金融・製造・公共
などへ適用範囲を
拡大予定 [20]。 

リ
ー
ガ
ル
テ
ッ
ク 

リーガル
テック社 

MyTokkyo.Ai 

知財判断インフラ: 「知財インフレ」
時代に対応し、発明の価値・リスク評
価や、出願・非出願といった意思決定
プロセスの可視化を支援するプラット
フォームを提供 [20]。 

SaaSとして提供
中。 

 AI 
Samurai 

AI Samurai 
ONE 

発明創出支援: 発明者の手書きメモや
スケッチから、約 3分で発明提案書お
よび先行技術調査結果を自動生成する
「IDEA BOX」機能を提供。特許審査
シミュレーションも可能 [15]。 

SaaSとして提供
中。東京都のトラ
イアル発注認定制
度にも認定済み 

[15]。 

 

パテン
ト・イン
テグレー
ション 

サマリア 

中間処理業務の自動化: 知財管理 SaaS

と連携し、特許庁からの拒絶理由通知
書をトリガーに、応答方針案や補正書
案を自動生成。特許検索競技大会で高
い性能を実証 [7]。 

SaaSとして提供
中。 
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主なユースケースと特徴 

2026年時点のス
テータス 

法
曹
界 

日本弁理
士会 

- 

AI利活用ガイドラインの策定: 弁理士
に対し、生成 AI利用時の守秘義務（弁
理士法第 30条）と新規性喪失リスクを
具体的に警告。秘密保持契約のない外
部 AIサービスの利用に警鐘を鳴らし、
国産・オンプレミス AIの利用を事実上
推奨 [14] [22]。 

2025年 4月にガイ
ドラインを正式公
表。これが国産
LLM採用の大き
な後押しとなって
いる。 

司
法 

知的財産
高等裁判
所 

- 

「AIは発明者になれない」との司法判
断: AI「DABUS」を発明者とする特許
出願を巡る裁判で、発明者は「自然
人」に限られるとの判断を確定。AIは
あくまで「ツール」であるとの法的解
釈を示した [22]。 

2025年 1月の判
決。同時に、立法
による新たな対応
の必要性も示唆し
た。 

4. 業務プロセス別：AI活用の現状と「でこぼこなフロンティ
ア」 

国産 LLMを中核とする AI技術は、発明の創出から権利化、活用に至るまでの知財
業務の各プロセスに深く浸透し始めています。しかし、その能力には明確な得意・
不得意の領域が存在し、ハーバード・ビジネス・スクールが提唱する「でこぼこな
フロンティア（Jagged Frontier）」と呼ばれる現象が顕著に見られます。これは、
AIがある高度なタスクを人間以上にこなす一方で、一見簡単なタスクで致命的な失
敗を犯す非連続な能力境界線を指します [9]。 
 

発明創出・提案 

アイデア創出の最上流工程では、発明者の思考を整理し、発明の種を具体的なドキ
ュメントに落とし込む支援ツールが登場しています。例えば、株式会社 AI Samurai



が提供する「AI Samurai ONE」の「IDEA BOX」機能は、発明者が手書きしたスケ
ッチや断片的なメモを入力するだけで、AIがその内容を解釈し、約 3分で発明提案
書や先行技術調査結果を自動生成します。これにより、発明の初期段階におけるハ
ードルが大幅に下がり、アイデアの形式知化が加速しています [15]。 
 

先行技術調査 

先行技術調査は、AI活用による効率化が最も進んでいる領域の一つです。NECは、
独自 AIと RAG（検索拡張生成）技術を組み合わせた SaaS型ツールにより、従来 1

件あたり約 22時間かかっていた特許調査業務を約 3時間へと、約 86%も削減するこ
とに成功しました [18]。これは、単なるキーワード検索ではなく、AIが文脈や意味
を理解して類似特許を抽出するセマンティック検索を用いることで実現されていま
す。パテント・インテグレーション社の「サマリア」は、特許検索競技大会の過去
問において、分野によっては**再現率 100%**を達成するなど、その精度の高さも実
証されています [7]。 
 

明細書作成 

特許明細書のドラフト作成においても、AIの活用が本格化しています。NTTが法人
向けに提供する「知財文書作成エージェント」は、国産 LLM「tsuzumi 2」を基盤と
し、発明ポイントのヒアリングから明細書・請求項のドラフト生成までをシームレ
スに支援します [16] [19]。これにより、従来は数日から数週間を要していた作成時
間が飛躍的に短縮されます。しかし、AIが生成するドラフトはあくまで「下書き」
であり、特許特有の法的要件（サポート要件や明確性要件など）を完全に満たし、
事業戦略を反映した強固な権利範囲を確保するためには、依然として弁理士や知財
部員といった人間の専門家による綿密なレビューと修正が不可欠です。 
 

中間処理（拒絶理由通知対応） 

中間処理、特に特許庁からの拒絶理由通知への応答は、知財業務の中で最も専門性
と戦略性が求められる場面であり、AI活用の「でこぼこなフロンティア」が最も顕
著に現れる領域です。 
 



• AIに任せられる領域（高レベルの委任）: 引用文献と本願発明の構成要件を
比較対照する「クレームマッピング」の一次解析、長大な拒絶理由通知書の
要約、応答書ドラフトの定型部分の作成、形式的な誤りのチェックなどは、
AIが人間を凌駕する速度と正確性を発揮します [9]。 

• 人間との協働が必要な領域: AIが提案する複数の補正案や反論ロジックの中
から最適なものを選択し、推敲する作業は、人間と AIが協働する「Copilot」
としての活用が有効です [9]。 

• 人間にしかできない領域（委任不可）: 一方で、複数の引用文献を組み合わせ
て進歩性（自明性）を否定する審査官の論理に対し、技術の深い理解に基づ
いた創造的な反論を構築することや、事業戦略を考慮して権利範囲をどこま
で減縮するかの戦略的判断は、現在の AIには不可能です [9]。このような高
度な法的・経営的判断は、依然として人間の専門家の最も重要な役割として
残されています。 

 

5. 国産 LLMが選ばれる理由と今後の展望 

海外製の高性能な汎用 LLMが多数存在する中で、日本の知財分野において国産
LLMが着実に採用シェアを伸ばしている背景には、この分野特有の極めて高いセキ
ュリティ要件と、日本の法制度・実務への適合性という明確な理由が存在します。 
 

なぜ国産 LLMが選ばれるのか？ 

最大の理由は「データ主権（Data Sovereignty）」の確保です。発明の内容は企業の
最高機密情報であり、特許出願前に外部に漏洩すれば、新規性を喪失し、致命的な
損害を被るリスクがあります。日本弁理士会が 2025年 4月に公表した「AI利活用
ガイドライン」では、弁理士法第 30条に定められた厳格な守秘義務に言及し、秘密
保持契約を締結していない外部のクラウド AIサービスを利用することの危険性を強
く警告しています [14] [22]。このガイドラインは、事実上、セキュリティが担保さ
れた国産 LLMや、閉域網・オンプレミス環境で利用できる AIソリューションの採
用を推奨するものであり、知財実務における技術選定の大きな指針となっていま
す。 
 

加えて、以下の点も国産 LLMの優位性として挙げられます。 
 



• 日本語性能の高さ: 特許文献に特有の複雑な構文や専門用語、独特の言い回し
を正確に理解し、生成する能力は、日本語でゼロから学習された国産 LLMに
一日の長があります。NTTの「tsuzumi 2」や富士通の「Takane」は、日本語
処理能力において世界トップクラスの性能を実証しています [16] [20]。 

• 国内法制度・実務への特化: 日本の特許法や審査基準、実務慣行を深く学習さ
せることで、より精度の高いアウトプットが期待できます。海外製 LLMでは
困難な、日本の判例や法改正に即座に対応したチューニングも可能です。 

 

今後の展望 

2026年以降、知財分野における AI活用はさらに深化・加速していくと予測されま
す。 
 

• AIエージェント化の加速: 現在の単一機能のツールから、発明創出から権利
化、年金管理まで、知財ライフサイクル全体にわたる一連の業務プロセスを
自律的に実行・支援する「AIエージェント」への進化が本格化します。NTT

は 2026年中に 200種類の業務に対応する AIエージェントの展開を計画して
おり [16]、知財分野でも複数の特化型エージェントが連携して業務を遂行す
る未来が訪れるでしょう。 

• 「人間 vs AI」から「人間+AI vs 人間+AI」へ: AIは専門家を代替するのでは
なく、その能力を拡張する「Copilot」としての役割を強めていきます。その
結果、AIを戦略的に使いこなし、より高度な分析や創造的な判断に自身の専
門性を集中させることができる専門家と、そうでない専門家との間で、生産
性の格差がさらに拡大していくと考えられます。 

• 知財司法への展開: 現在は行政（特許庁）での活用が先行していますが、将来
的には、膨大な判例データの検索・分析や、訴訟における証拠開示（e-

Discovery）の効率化、さらには判決文の要約生成など、司法分野への応用も
期待されます。ただし、公平性や透明性の観点から、その導入にはより慎重
な議論が必要となるでしょう。 

 

 

 



6. 結論 

2026年の日本の知財分野は、生成 AI、とりわけ国産 LLMの社会実装が不可逆的な
トレンドとなり、業務のあり方を根底から変革しています。「知財インフレ」とい
う構造変化は、すべての企業や特許事務所に対し、AIの導入を単なるコスト削減ツ
ールとしてではなく、競争優位性を確立するための戦略的投資として捉えることを
要求しています。 
 

本調査で明らかになったように、国産 LLMは「データ主権」という絶対的な要請に
応え、日本語と日本の法制度に最適化された「守りのツール」として、この分野で
確固たる地位を築きつつあります。AIが定型業務を自動化することで、人間の専門
家は、より創造的で戦略的な、真に付加価値の高い業務へとシフトすることが可能
になります。 
 

今後、AIの能力境界線はさらに拡大していきますが、最終的な経営判断や高度な法
的戦略の策定といった、最も重要な意思決定の責任が人間にあることに変わりはあ
りません。AIをいかに賢く、戦略的に活用し、人間の専門性を最大化できるか。そ
れが、来るべき知財新時代における勝敗を分ける鍵となるでしょう。 
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